青竹正一著『小規模閉鎖会社の法規整』(文真堂,1979年) by 酒巻 俊雄 & Sakamaki Toshio
i書 評i
青竹正一著 『小規模閉鎖会社の法規整』
(文眞堂 昭和54年434頁)
酒 巻 俊 雄
1
「まえがき」 が若干長きにわたるが,本 書がこれが らのわが国会社立法に対
してもつ意義を,ま ず明らかにしておこう。
周知のように,か ねてか ら懸案の会社法の全面改正作業の一環 としての一部
改正法が,昨 年(昭 和56年)6月 に制定公布され,す でに施行済の一部を除
き,本 年10月1日 より全体 として施行 されることになっている。 これは,昭
和 印 年6月 に法務省 より 「会社法改正に関する問題点」 として公表され た,
(1)企業の社会的責任,(2)株 主総会制度の改善策,(3)取 締役および取締役会
制度の改善策,(4)株 式制度の改善策,(5)株 式会社の計算 。公開,(6)企 業結
合 ・合併 ・分割,(7)最 低資本金制度および大小会社の区分,の7つ の基本的
検討項 目のうち,実 質的に5項 目を網羅す る改正であ り,株 式会社法の最も中
核的な部分の強化 ・改善をはかるものとして,ま たその規模においても昭和25
年の大改正に匹敵するものとして,今 後のわが国会社法の理論や実務に与える
影響に重大な関心が払われている。この改正の結果,前 記の基本的検討項 目に
ついてみると,(6)と(7)の 企業結合と大小会社の区分 とい う2つ の問題が,重
要な立法課題 として残されたわけであ り,こ れ らに関 しても引き続き改正作業
が進められることになっている。いずれ も,わ が国では,法 規制の面でも理論
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的にも未発達ともい うべき分野である。ことに後者の問題は,こ の度の全面改
正作業自体カミ,現 下の株式会社の実態にかんがみた大小会社の区分や規制分化
の必要性,ひ いては株式会社深の全般的な再検討の必要性の認識か ら出発 した
ものであるだけに,そ の起点ない し出発点ともいえ,そ の意味でもこれ らの残
された課題にまで及ぶ十分な検討 とその成果を得て,は じめて全面的改正カミ成
ったといえることになろう。
もとより,今 回の56年 の改正にあって も,大 小会社の区分と規制分化は,
昭和49年 の商法改正で設け られた資本金基準に もとつ く大会社 ・小会社の区
別 とその特例の拡大とい う形で実現されている。 しか し,大 小会社の規制分化
の問題は,本 来は大会社 または中小会社 ないし公開会社 と閉鎖的会祉の企業実
体の相違に着 目して,そ れぞれに相応する法規制を実現することにあるのに,
56年 の改正法は主として大会社に関する規制の改善または強化を目的 に 問 題
を扱っているため,そ れとの対応で中小会社の規制分化が もたらされているに
すぎず,そ の内容 も多 くは現状維持に近い ものであって,こ れ らの会社 の特質
を考慮 した規制分化がもた らされたとは到底考えることができない も の で あ
る。 したがって,こ のような本質的観点に もとつ く大小会社の規制分化 の問題
は,ま さにこれか らの立法課題といわなければならない。
小規模閉鎖会社をめぐる重要な個別的問題の詳細な検討を通 じて,立 法論や
現行法下での解釈論を展開す る本書は,前 記の立法課題 との関連に お い て 重
要な意義を有 してお り,今 後の立法作業にも有益な示唆を与えるものと思われ
る。
II
本書は6章 か ら成 るが,第4章 を除 く各章のそれぞれが,こ れまでに表題に
関係す るテーマで個別に北大法学論集 ・本誌 ・民商法雑誌等に発表された独立
の論文を収録 した論文集であ る。以下に,各 章の内容を,著 者の意図される閉
鎖的会社に関する適正な法規制のあ り方 とわが法に対する示唆とい う視点か ら
とりあげてみることにする。
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第1章 「会社支配 と株主間の合意一 アメリカ法における閉鎖的株式会社をめ
ぐる一つの課題として」は,わ が国と同様に,閉鎖的株式会社が多数存在す るア
メ リカで一般的にみ られる,会 社の支配 ・運営に関する各種の株主間の合意
(shareholders'agreements),す なわち議決権拘束契約,撤 回 しえない議決権代
理行使の委任状,議 決権信託その他の議決権行使に関する株主間の合意,取 締
役の裁量権を制約 し取締役会の権限に直接干渉 しようとする株主間の合意 とい
った具体的方法をとりあげて,そ れぞれの内容と問題点を克明に紹介 した もの
である。投資株主 ・投機株主 と目される公開会社の一般株主 と異な り,閉 鎖的
株式会社 の株主にはまず投資老の観念があてはまらない。株式会社 といいなが
ら相互に人的信頼関係にもとついて結合 している組織であるか ら,何 らかの形
での経営参加は彼 らの共通の関心事である。そのため,支 配権の配分 ・確保を
はかる各種の工夫,逆 に経営か ら遠ざけ られる可能性の大きい少数株主にとっ
ての 自己防衛のための工夫が必要 となって くる。前記の各種 の合意はこうした
目的 ・必要性を実現するためのものであ り,近 時のアメ リカ各州制定法 も比較
的弾力的にこれ らの合意に対処する傾向を示 しているといえるが,わ が商法上
はその有効性に疑問が もたれるものもあるほか,概 して契約観の乏 しいわが国
でこの種の合意が積極的に活用 されることにはあまり期待できないようにも思
われる。ただ,定 款を もってす る総会 ・取締役会決議の定足数 ・決議要件の変
更 ・加重といった方法などは,近 時一部の合弁事業でも利用されているようで
あ り,わ が国における一つの傾向として注目に値 しよう。
第2章 「株主の解散判決請求権」 は,昭 和25年 の商法改正でアメ リカ法に
な らってわが国に導入 された株主の会社解散判決請求権(商 法406条 ノ2)の
制度の具体的な適用範囲を検討 した うえで,こ の制度の立法的妥当性を確認す
る目的で各国法におけ る解散判決制度を紹介比較 し,小 規模閉鎖会社における
少数株主の利益保護の方法としてのより広範な活用を,立 法論として提唱する
ものである。 もともと,こ の権利は特定の事 由が生 じた場合に,会 社の解散を
己むをえないとす る状況を前提 とす るといいながら,株 主の会社解散請求を認
めようとい うものであるか ら,株 式会社の社団法人性と多数決支配の原理に矛
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盾する要素を含んでいることは否めない。その点で,か つてこの制度を検討 し
た私見では,典 型的な株式会社についてこの制度の法的基礎が果 して存在す る
かは疑問であるとし,こ の制度は実質的には会社の閉鎖性を基礎 とした組合関
係の解消を求める訴であると解 したが,本 論文もほぼ同様の観点か ら,そ の法
的基礎 と制度内容をアメリカ法,イ ギ リス法のほか,ス イス法,フ ランス法,
ドイッ法等の諸法について検討 している。 ことにわが法の母法的地位を占める
アメリカ法に関する考察は詳細をきわめてお り,当 初の多 くの判例に よるこの
制度 の積極的な運用が1930年 以降の州制定法に反映 し,適 用事由の制限 ・個
別化 となって現われていることを,そ の具体的な制度内容 とともに明 らかにす
るが,他 方において,こ の制度が,と くに閉鎖的株式会社における少数株主の
利益保護に とって有効かつ適切な救済方法となりうることを考慮して,具 体的
・個別的事案に応 じた弾力性 も認められていることを指摘する。 これに対 し,
イギ リスでは,ア メリカ法におけ ると同様の事由にもとつ く正当かつ衡平を理
由とす る強制解散制度とともに,裁 判所に適当と認める命令を下す ことで事態
に応 じた弾力的な株主の救済をはかることを許容す る会社法210条 が,有 効に
機能 していることを明 らかにされ る。 そ して,こ れ ら英米法の 立場 と異なっ
て,大 陸法諸国では,解 散判決制度は人的会社 ・有限会社に限 られ,株 式会社
については認め られていない場合が多いことを指摘され,こ の制度の法的基礎
を示唆され る。その結果,株 式会社におけ るこの制度のあ り方を考える場合,
現行規定に関しても実質的 ・弾力的な運用をはかる必要性 とともに,立 法論 と
しては,少 数株主の利益保護の最終的救済方法 としての利用が考慮されるべき
であると主張される。内容的にもこの制度に関す る本格的研究 といえるもので
あ り,結 論的にも正当と考えられ るだけに,著 者の意図され るような立場か ら
の制度の再検討が必要 と思われる。
第3章 「閉鎖的会社 と社員の持分 ・株式買取請求権」は,第2章 と同一の観
点に立 って,有 限会社を含めた閉鎖的会社におけ る少数社員の利益保護の方法
として,持 分 ・株式買取請求権制度の拡大と活用を立法論として主張す るもの
である。閉鎖的株式会社や有限会社には,人 的会社に認め られる退社の制度が
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ない うえに,社 員がその有する持分や株式を容易に処分 しうる市場 も存在 しな
いので,少 数社員が不当な圧迫を受けることがあると,会 社関係か ら離脱 した
くともそれが困難である。そこで,こ のような離脱 と投下資本の回収を保障す
る手段の1つ として,現 行法上,そ の行使が限定されている株式 ・持分買取請
求権の拡大をはかるべきであるとの立場か ら,有 限会社について一定の要件の
もとに社員の一方的意思衷示にもとつ く退社の制度を規定 しているスイス法 ・
ドイ ツ法 と,小 規模な閉鎖的株式会社の存在を考慮した株式買取請求を認めて
いるアメ リカ法 ・イギ リス法上の制度 とを紹介 し,こ れ らを参考としなが ら,
会社内部の意見の対立に よる会社運営の行き詰 り,多 数派に よる少数社 員の圧
迫などのよ うに,社 員間の信頼 ・共同関係が破綻 した場合に も,こ の権利行使
を認めるよ うな立法が必要であると提言する。
第4章 「最近のアメリカ閉鎖会社立法の動向一 カリブォルニア州新一般会社
法を中心 どして」は,1977年1月1日 か ら施行されているカリフォルニア州一
般会社法の閉鎖会社関連規定を,閉 鎖会社に適用 される個別規定 と,閉 鎖会社
に有用な一般規定 とに分けて,こ れに最近のアメ リカ各州における立法動向を
併せて紹介,検 討することで,わ が国立法への示唆を求めようとしたものであ
る。 もともと,カ リフォルニア州会社法は,ア メ リカ各州法のなかでも独自の
地位を占めてお り,そ の影響面か らも重要視されてきただけに,従 来閉鎖的会
社のための規定を欠いていた ものが,新 たに関連規定を設けることにしたこと
自体に,こ の問題に対す るアメリカ法一般の趨勢を窺わしめるに足るものがあ
るともいえよう。 同法は,ま ず,定 款をもって株主数を10人 以下に限定 し,
かつ会社が閉鎖会社であ る旨を規定す る会社を閉鎖会社 とした うえで,こ れ ら
の会社を対象とした個別規定 として,議 決権拘束契約およびそれに もとつ く撤
回 しえない委任状の許容,会 社業務に関す る広汎な株主間契約の許容,会 社解
散判決に関する特則,解 散に代わる株式の買取等を,ま た有用な一般規定 とし
て決議要件の加重,株 式の譲渡制限,会 社運営の手続 ・機構の簡易化等を用意
していることを明 らかにする。そ して,こ の問題に関するアメリカ法の大きな
特徴は,閉 鎖会社の株主間の利害の調整,と くに少数株主の利益をいかに保護
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するかに関心が向け られていることにあるとし,そ のため会社の内部関係につ
いては 自由化をはかる傾向にあることを指摘 したのち,わ が国でも閉鎖会社に
対 しては,定 款 自治の原則の拡大,議 決権の行使や会社業務等に関す る株主間
契約の広範な利用,少 数株主の保護強化,会 社運営の手続 ・機構の簡易化の必
要性等を主張される。いずれも,第1章 か らの研究の発展の成果たる実質をも
つ提言であるだけに,説 得力を もつ ものである。
第5章 「小規模株式会社 と取締役 ・会社間の取引」は,商 法265条 の運用に
あた って,小 規模株式会社の実態に即した現実的解決策を とる近時の判例の立
場を,一 人会社の場合,取 締役会の承認に代わる株主全員の合意にもとつ く場
合な ど具体的事案について分析 した うえで,個 別的問題の解決としては妥当と
はいえて も,一 般論 としては疑問の余地カミ多いことを指摘 し,取 引が実質的に
公正であ るか否かの判断を中心に同条の適用範囲を制限 してい くべきであると
す る見解を支持され る。 しかも,そ れ との関連においても,小 規模株式会社に
つ いては,よ り根本的な問題として取締役会による経営方式の是非いかんが問
われるべきであるとして,そ の任意機関化ない し廃止を考慮すべきことを主張
される。
第6章 「名 目的取締役の第三者に対する責任」は,小 規模会社と取引す る第三
者の保護を必要 とする現実に応えるために,商 法266条 ノ3の 規定の適用を名
目的取締役にも容易に認める判例の傾向を検討 した うえで,一 般的には これを
支持 しうるとして も,そ の根拠を取締役の監視義務 とい う理念的な義務の違反
に求め,名 目的取締役を常に保証人的地位に立た しめることには疑問があると
して,第5章 におけると同様に,む しろわが商法が零細会社をも含むすべての
株式会社に,名 目的取締役存在の原因となっている3名 以上の取締役 を 要 求
し,取 締役会を必要的機関 としていることこそ再検討され るべきで あ る とす
る。第5章 と共通する問題の根源に対するこの認識はきわめて正当といわなけ
ればな らない。近時の学説には,取 締役の監視義務違反を理 由として,企 業実
体や個別的事案の特殊性等を配慮す ることなく,同 条の厳格な一律適用に よる
解決を支持するかの傾向が有力であ り,そ の限 りで監視義務が一種 の帰責法理
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と化 している実情がみ られるが,も はや当然それにも合理的な限界が設け られ
るべ き段階にあるといえよう。その意味で も,こ れ らの会社の経営機構のあり
方そのものに再検討を加えることこそが,著 者の指摘されるように緊急の課題
といわなけれぽなるまい。
III
本書は,本 文434頁 に及ぶ大著であるが,そ のうち第1章 ・第2章 だけで全体
の3分 の2の 量を占めてお り,内 容的にも圧巻である。第1章 は,閉 鎖会社の
個別問題 の研究 としても,ま たアメ リカ法の研究 自体 として も優れた ものとい
えるが,そ のような評価とは別に,現 実問題 としてアメリカにおけるような各
種 の株主間契約が,今 後わが国でも大幅に活用され るようになるか とい うと,
おそ らくは期待薄ではなかろうか と考える。また,こ の点は著者 との見解 の相
違 とい うことに帰そ うが,既述のように,契 約観に乏 しく,さ らに株式会社の本
質観をも異にするわが国にあっては,株 主間の とりきめで支配権の配分や各自
の権益保護を積極的にはか らせる行き方は必ず しも望 ましくな く,株 主の利益
保護に関す る各種 の方途については,可 能な限 り明確に立法化 し,制 度 として
保障 してい くことが妥当ではないかと思われる。そのような立場か らす ると,
著者が第2章 ・第3章 で扱われる,株 主の会社解散判決請求権や,社 員の持分・
株式買取請求権制度の研究 と,そ こで示唆 される立法的改善の方向には全面的
に賛成であ り,結 論的には従来の私見 とも合致する。第4章 のアメリカにおけ
る最近の立法動向の紹介 も,具 体性を もったきわめて有益な示唆をわれわれに
与えるものと評価できよう。これ らに対 し,第5章 ・第6章 では小規模株式会
社をめ ぐる重要な個別問題に関す る現行法の解釈論が展開されるが,い ずれも
この種の会社の実態に対する正当な認識にもとつ く立法論が論議の基底 となっ
ていることに注 目す る必要があろ う。 その基本的立場には,共 感を禁 じえな
いo
ところで,私 事にわた って恐縮であるが,か つて閉鎖的会社に関す る私 自身
の論文集(r閉 鎖的会社の法理 と立法』 日本評論社,昭 和48年)を 刊行 した際,
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その 「は しがき」で,最 初の論稿を執筆 した昭和35年 当時には,閉 鎖的会社
あるいは閉鎖的株式会社 とい う用語 自体さほど熟 してお らず,こ の種の会社を
めぐる論議 も殆 んど存在 しなかったことを若干の感概をこめて記述 した ことが
ある。今日の学界 ・経済界に存在する,公 開会社 と閉鎖会社 との区分 ・規制分
化の必要性に対す る一般的な認識や主張か らみ ると,ま さに今昔の感にたえな
い想いがある。 しか し,こ のような論議の盛況にもかかわ らず,閉 鎖的株式会
社の法的処遇または法規制のあ り方そのものについては,株 式会社に最低資本
金を設けてこれ らの会社を有限会社その他に組織変更させ るべきであるとか,
あるいは大会社に対する法規制の緩和で足 りるかの議論が今なお主張されてお
り,閉 鎖的会社の特質に対応す る固有の法理 ・法規制の実現を求め,そ の観点
か ら個別 ・具体的な制度なり規制を検討 しようとす る研究はまだ数少ないとい
わなければな らないのが実惰である。
本書は,小 規模閉鎖会社をめぐる病理的現家 ともい うべき個々の問題につい
て,綿 密な現状分析 と立法論を展開す る着実かつ優れた研究成果であ り,今 後
のわが国におけるこの分野の研究の進展に とっての貴重な貢献 といえるものと
思われる。
追記 本書の書評の依頼を受けてか ら,筆 者の怠慢でかな りの日時を経過し
て しまったo本 誌の編集委員の方 々や著者にもその非礼を深 くお詑びしなけ
ればならないo
